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別紙 

特別会計・公営企業会計予算審査特別委員会における審査の経過と結果について 

（審査日：令和２年３月１３日） 

 

１．議案第２５号 令和２年度川西市国民健康保険事業特別会計予算 

令和２年度予算の概要 

 予算規模 

  令和２年度 １５１億７２３４万５０００円 

  令和元年度 １６０億２０９４万８０００円 

  差 し 引 き  －８億４８６０万３０００円 （－５．３％） 

質疑の概要 

 ⑴ 歳入 

  問 令和２年度は、平均７．５３％の税率改定が行われるなど、軽減措置があるもの

の被保険者の負担は増大することとなる。この改定に当たっては、基金繰り入れに

よる税率上昇の抑制が図られているとのことであるが、この基金繰り入れにかか

る市の基本的な考え方を伺いたい。 

  答 当該基金は、経済状況の悪化や医療費の一時的な伸びなど、不測の事態が発生し

た時に生じる財源不足を補うほか、急激な税率引き上げを抑制するために活用す

ることを目的に積み立てているものである。市としては、兵庫県への納付金に対し

て、概ね１０％程度の残高を確保しながら繰り入れなどの運用を図っていきたい

と考えているところである。 

 

  問 新年度の税率改定に伴い、僅かながら軽減対象世帯の拡大が行われているが、多

子世帯に対する軽減措置に関する市の基本的な考え方を伺いたい。 

  答 子育て世帯にかかる保険税負担の問題については、所得のない子どもであって

も世帯員数が増えることによって保険税額が上昇するといった制度の構造的な問

題があり、保険者による減免措置という視点ではなく、制度の仕組み自体を見直す

必要があると認識していることから、市としては、国に対して財政支援や子どもに

かかる均等割額の軽減措置を求めていきたいと考えている。 

 

  問 保険税の収納率に関して、現年課税分は前年度と同率としているのに対して、滞

納繰越分を３．４ポイント減の１６．７％と見込んでいることから、その要因と新

年度における滞納整理の取り組みについて伺いたい。 

  答 収納率は今年度の決算見込みにより算出しているが、今年度は財産調査により
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滞納額の圧縮に努めたものの、滞納額に見合う財産が発見できないなど、これまで

のように収納率の伸びを見込むことが難しくなっており、こうした状況を踏まえ

て、来年度予算の計上に際しては、収納率を低く設定したものである。 

    なお、収納対策については、滞納の累積により解消が困難となる案件が増加して

いるため、電話や通知文書で積極的に呼びかけることにより、まずは現年分の滞納

が発生しないように取り組みを進めている。また、滞納者には、相談の上で可能な

額を分割納付してもらうとともに、納付困難者には個々の実態に応じて生活改善

が図れるよう、福祉部門と連携しながらサポートを続けるほか、徴収業務の専門家

による研修などを重ねながら、収納率の向上に努めていきたいと考えている。 

 

  問 特別交付金の保険者努力支援分は、どのような仕組みで評価されて交付される

のか。また、当年度分は５７６９万９０００円の予算額となっているが、評価をど

の程度見込んで計上しているのか伺いたい。 

  答 保険者努力支援制度は、保健事業や収納対策のほか、資格の適正化等に関する取

り組みに加え、特定健診の受診率などが評価されるものである。こうした評価項目

の合計点が全国で比較されて交付金が配分されるが、評価項目や配点等が毎年変

更されるため、同じ取り組みをしていても年度によって評価が異なる結果となる。 

 新年度においては、本市としてさらに当該補助金を獲得すべく、新たな項目を追

加することとしているが、それぞれの取り組みに対する評価点の配分が全体的に

下がってきていることも考慮して、新年度予算額については、前年度より若干低く

なると見込んで計上しているところである。 

 

 ⑵ 歳出 

  問 ９８件４１１８万１０００円を計上している出産育児一時金については、前年

度より３件減で見込んでいるが、その算定根拠を伺いたい。 

    また、現在、上限額が４２万円となっているが、市の国民健康保険条例では、出

産一時金４０万４０００円に対して、健康保険法施行令の規定を勘案して必要が

ある場合には３万円を上限として加算できると規定されていることから、現状の

取り扱いとの整合性についても考え方を確認したい。 

  答 新年度予算については、平成２７年度から令和元年度の５年間の実績をもとに、

平均件数を算出した上で計上している。 

 また、支給上限額に関する本市条例との関係については、出産育児一時金の加算

に関し、健康保険法施行令に基づく産科医療補償制度における掛金が、従前の３万

円から現在は１万６０００円に引き下げられていることから、これに基づき上限
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額を４２万円として設定しているところである。 

  

  問 保健事業において、データヘルス計画にかかる委託料として８９１万円を計上

しているが、新年度における具体的な取り組み内容について伺いたい。 

  答 本委託料には、重複服薬者への対応、ＬＤＬコレステロール重症化予防プログラ

ム、糖尿性腎症重症化予防プログラムが含まれており、方向性としては、対象者の

拡大と指導後におけるフォローの強化といった点について、事業内容を見直す予

定である。 

    具体的には、ＬＤＬコレステロールについて、令和元年度と２年度で連続して該

当する人に対し、前年度と案内文書の内容を変更して対応することに加え、糖尿性

腎症重症化予防プログラムに関しては、治療中の人にかかる主治医との調整を強

化するとともに、治療を中断している人や未治療のケースについては、あらためて

新年度において受診勧奨などのフォローを実施していく予定である。 

 

  問 保健事業での取り組みのうち、新年度はジェネリック希望表示付きカードケー

スを新規加入者に配布し、ジェネリック医薬品利用率のさらなる向上に努めると

のことである。そこで、具体的な配付方法などとあわせて、直近のジェネリック医

薬品の利用率について本市の状況を伺いたい。 

  答 カードケースについては、希望者に対して配付を予定しているが、これに加え

て、ジェネリック希望シールも一斉発送の際に同封することとしている。また、ジ

ェネリック医薬品の利用率としては、国民健康保険の被保険者に限ったデータと

なるが、令和元年１２月末時点で７１．５％という状況である。 

 

  問 改正高齢者医療確保法の施行に伴い、高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ

細かな支援を実施するため、介護保険の地域支援事業と国民健康保険事業の保健

事業を一体的に実施するといった方向性が示されているが、本市の新年度におけ

る事業に影響が想定されるのか伺いたい。 

  答 今回の改正は、高齢者に係る保健事業と介護予防を一体的に進めるというもの

で、後期高齢者医療制度の財源を充てて実施することとなるが、兵庫県後期高齢者

医療広域連合において、この仕組みを活用した兵庫県内の事業実施について、具体

的な内容が提示されるに至っていない状況にあることから、これを受けた後、本市

としては、令和２年度に具体的な検討が行えるよう準備を進めている状況である。 

特記事項 

 委員会配付資料あり（川西市国民健康保険事業特別会計の収支見込について ほか） 
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 議案質疑資料あり（国庫支出金の一般財源化の状況と影響及び国と県の負担割合の変更

額について ほか） 

審査結果 

 原案可決（賛成多数） 

 

２．議案第２６号 令和２年度川西市後期高齢者医療事業特別会計予算 

令和２年度予算の概要 

 予算規模 

  令和２年度 ３４億２０９４万１０００円 

  令和元年度 ３３億１５１２万７０００円 

  差 し 引 き  １億 ５８１万４０００円 （＋３．２％） 

質疑の概要 

⑴ 歳入 

  問 新年度においては、保険料改定と限度額の引上げが行われているが、本年２月に

開催された兵庫県後期高齢者医療広域連合議会において、「後期高齢者医療保険料

の軽減特例措置継続と医療費の窓口負担２倍化をしないことを求める請願」及び

「後期高齢者医療保険料の引き上げないことを求める請願」の審査が行われてい

る。そこで、これらの請願に対する本市選出議員としての賛否及びその考え方を伺

いたい。 

  答 前者の請願については、窓口負担はないほうが良いとする趣旨は理解するとこ

ろであるが、国は将来にわたって持続性、安定性のある社会保障制度の構築を進め

ており、国民的議論の推移を注視するため現段階では不採択の立場をとった。後者

については、今回の料率改定に際しては、広域連合で上昇幅を抑制するため基金を

全額取り崩しており、仮に引き上げなければ補塡するための財源がないといった

ことから、やむを得ず不採択としたところである。 

 

  問 委員会配付資料では、広域連合の給付費準備基金１２３億９０００万円の全額

活用により保険料率の上昇幅を十分抑制できることから、今回も兵庫県財政安定

化基金は交付されなかったということであるが、どのくらいの上昇幅が見込まれ

る場合に当該基金からの交付があるのかなど、基本的な考え方を伺いたい。 

  答 今回の改定に当たり、被保険者１人当たりの保険料額を見ると、１１．７％の引

き上げが必要な状況にあったが、給付費準備基金を全額投入することにより、これ

が４％程度の改定率に抑えられているところである。 

  答 当然のことながら財政安定化基金を活用すれば、さらに上昇幅を抑制すること
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が可能となるが、兵庫県と広域連合の間で数度にわたって協議が行われた結果、今

後も高齢化によりますます加入者の増加が見込まれる中にあって、給付費準備基

金を全額投入することにより一定の軽減効果が認められるとの判断に至ったた

め、現段階での財政安定化基金の繰り入れは見送られたものである。 

 

 ⑵ 歳出 

  問 委員会配付資料によると、後期高齢者が増加し続ける傾向が示される一方、１人

当たり医療給付費には増減が見られることから、その要因を確認したい。また、医

療給付費の推移と被保険者数の伸び率については、精緻に見込まなければ将来的

な影響が大きくなると懸念するが、この点についても市としてどのように分析し

ているか伺いたい。 

  答 １人当たり医療給付費については、診療報酬のマイナス改定があった年度など

には減少する場合もあるが、基本的には被保険者数の増加と比例して伸びており、

今後についても平均寿命の延伸や医療の高度化に伴い増加するものと見込んでい

る。 

    こうした分析は、基本的に直近５年間の平均値をもとに推計しており、市とし

て、それ以上の詳細な状況把握は難しいのが実態である。 

  答 後期高齢者医療制度全体としては、広域連合で制度の構築や予算編成が進めら

れるため、市としては、保険料の徴収という部分を担っている状況からは、制度自

体の見通しを示すことが難しい立場にある。ただし、広域連合における議論などの

内容については、議会をはじめ、市民にも丁寧に説明していきたいと考えていると

ころである。 

 

  問 医療費負担の割合については、現役並み所得者の場合が３割、一般・低所得者が

１割となっているが、いずれの負担割合の中でもさらに３段階の所得区分が設け

られている。そこで、自己負担限度額や食事代等にかかる各区分の相違点など詳細

を伺いたい。 

  答 自己負担限度額について、まず３割の負担割合に関しては、現役並み所得者の区

分Ⅲが月額総医療費から８４万２０００円を引いた額に１％を乗じて、これに 

２５万２６００円を足した額となる。区分Ⅱは、同様に５５万８０００円を引いた

額に１％を乗じ、１６万７４００円を足した額で、区分Ⅰは、同じく２６万   

７０００円を引いた額に１％を乗じ、８万１００円を足した額となる。また、１割

負担においては、所得区分の「一般」が１万８０００円、そのほか「低所得Ⅰ」及

び「低所得Ⅱ」については８０００円である。 
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    次に、入院時食事療養費（食事代）については、現役並み所得者と一般が同額の

１食当たり４６０円であり、低所得の２区分については、１００円から２１０円の

範囲で決められるという状況である。 

 

  問 健康診査や人間ドックの受診勧奨はどのように行っているか。また、受診率につ

いて、特徴的なことがあれば伺いたい。 

  答 年次更新や新規加入の際に受給者証を個別に郵送するが、その際に健診や人間

ドックの案内を同封して周知を図っている。健診の受診率については、平成３０年

度における兵庫県の目標値が２０％であるのに対して、本市は１６．８％であった

ことから、さらなる勧奨に努める必要性を認識しているところであり、今後は、受

診率が高い市町の取り組み等を参考にしながら、改善の取り組みを進めていきた

いと考えている。 

特記事項 

 委員会配付資料あり（兵庫県後期高齢者医療制度における令和２・３年度の保険料率等

について） 

 議案質疑資料あり（対象人数について ほか） 

審査結果 

 原案可決（賛成多数） 

 

３．議案第２７号 令和２年度川西市介護保険事業特別会計予算 

令和２年度予算の概要 

 予算規模 

  令和２年度 １３６億２１９３万１０００円 

令和元年度 １３２億２８５５万１０００円 

  差 し 引 き       ３億９３３８万円 （＋３．０％） 

質疑の概要  

 ⑴ 歳入 

  問 国庫補助金の保険者機能強化推進交付金については、高齢者の自立支援や重度化

防止等の取り組みに対する支援ということであるが、この点に関する詳細な説明

に加え、本市の現状を踏まえた今後の見通しを伺いたい。 

  答 当該交付金は、自立支援・重度化防止や給付費の適正化の取り組みに関して、国

が定めた評価指標に基づき、保険者が自己評価を行い、その結果に応じて配分され

るもので、平成３０年度より創設されたところである。この評価指標は大きく３つ

の区分があり、本市の状況としては、このうちＰＤＣＡサイクルに関する部分が県
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平均を上回っているものの、自立支援・重度化防止等に関する部分と介護保険運営

の安定化に関する部分については、県平均を下回る状況にあるため、これらに対し

て重点的な対策を講じながら、評価点数を上げていきたいと考えている。 

 

 ⑵ 歳出 

  問 保険者機能強化推進交付金にも関連するが、自立支援・重度化防止に関する施策

を推進することは重要である反面、これにより、事業所に対して無理を強いる状況

が懸念されるところである。そこで、地域包括支援センターへの指導や各事業所に

おけるサービス提供のあり方などについて、新年度で特に留意して取り組む点が

あれば、その内容を伺いたい。 

  答 当該交付金の評価指標には様々な内容があり、重度化の防止を図ることのみで交

付額が大きく左右されるものではない。したがって、事業者や利用者に無理を強い

るような運営にはならないようにしていきたいと考えている。そのため、新年度で

新たに予定している要介護状態の維持・改善による介護事業者等へのインセンテ

ィブ制度について、有識者としっかりと議論を重ねながら公正な評価指標に基づ

く制度を構築していく考えである。 

 

  問 介護認定審査会事業に関連して、認定申請件数の動向及び審査・判定にかかる現

状認識とあわせて、課題解決に向けた今後の対応策等を伺いたい。 

  答 介護認定については申請件数が増加傾向にあり、今年度では前年度に比べて約 

１０００件の増となっている。こうした状況から審査件数が増加し、要介護等の判

定までに日時を要する状態となっている。このような傾向は、全国的な課題でもあ

り、国においては、認定有効期間の延長や判定手続きの簡素化等の対策が示されて

いることから、本市においても新年度から認定審査会の意見を聞きながら本格的

な検討を進め、判定結果の迅速化などに取り組んでいきたいと考えている。 

 

  問 令和２年度に予定されている第８期介護保険事業計画策定について、計上費用の

詳細に加え、計画策定に向けた市の基本方針を伺いたい。 

  答 介護保険総務管理事業で高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画策定支援

業務委託料として２７０万円を計上している。また、計画の策定に伴い、介護保険

運営協議会の開催回数が増えることを想定し、委員報酬を例年よりも増額してい

る。さらに、市内各地域の特性に応じた介護予防事業の展開などを計画に反映する

ため、一般介護予防事業で介護予防・日常生活圏域ニーズ調査分析支援業務委託料

として３１８万７０００円を計上している。 
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    市としては、新年度で予定されている高額介護サービス費の限度額引上げなどの

制度改正をはじめ、高齢者に対する地域包括ケアのあり方を含め、それぞれの地域

特性を踏まえた介護予防事業の展開などについて、次期計画の中で反映できるよ

う策定作業を進めていきたいと考えている。 

  

  問 全国的に介護人材の確保が問題となっている中で、市としてケアマネジャーやヘ

ルパーといった有資格者の確保という面を含め、新年度はどのような取り組みを

考えているか伺いたい。 

  答 事業者が人材確保に苦慮されている現状は認識しており、新年度においてもハ

ローワークと連携した介護人材フェアを開催するとともに、労働関係法令に関す

る理解を深めた上で働きやすい職場づくりが進められるよう、介護事業者のため

のワークショップなどを実施する予定である。 

特記事項 

 議案質疑資料あり（保険料区分の対象者数と負担額について及び利用料１割負担の人

数、利用料２割負担の人数、３割負担の人数について ほか） 

審査結果 

 原案可決（全員賛成） 

 

４．議案第２８号 令和２年度川西市用地先行取得事業特別会計予算 

令和２年度予算の概要 

 予算規模 

  令和２年度   ７億５８１２万７０００円 

  令和元年度  ３２億２１３０万９０００円 

  差 し 引 き －２４億６３１８万２０００円 （－７６．５％） 

質疑の概要 

 ⑴ 歳入 

  問 財産収入では、栄根２丁目と錦松台の土地貸付収入として３２２万７０００円の

収入を見込んでいるが、これらの土地を売却するなど、今後の取扱いについて伺い

たい。 

  答 栄根２丁目の土地については、令和２年１０月に、国道１７６号線拡幅用地とし

て売却する予定であり、現在、兵庫県と鋭意交渉している。 

  答 錦松台地区の土地貸付は、平成２２年に公募によるプロポーザルを行っており、

令和１７年１２月末までを期限とする事業用借地権契約を結んで運用している。 
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 ⑵ 歳出 

  問 道路用地先行取得事業における買収予定地の面積と単価について伺いたい。 

  答 豊川橋山手線の買収予定面積は１７９．５３平方メートルで、単価は約１５万

円、市道２８４号外の道路改良事業については８９５．０４平方メートルで約３万

２０００円、見野線新設改良事業については４２０平方メートルで約１５万円、市

道３号道路改良事業は約７０平方メートルで約２０万円、市道１３１３号の道路

改良事業は２８４平方メートルで約２０万円、市道７号道路改良事業は３３．９２

平方メートルで約１５万円である。 

特記事項 

 議案質疑資料あり（土地開発公社用地取得による公社健全策の推移と見通しについて 

ほか） 

審査結果 

 原案可決（全員賛成） 

 

５．議案第２９号 令和２年度川西市中央北地区土地区画整理事業特別会計予算 

令和２年度予算の概要 

 予算規模 

  令和２年度  １１億１２２０万５０００円 

  令和元年度  １０億 ２９７万円 

  差 し 引 き   １億 ９２３万５０００円 （＋１０．９％） 

質疑の概要 

 ⑴ 歳入 

    質疑なし 

 

 ⑵ 歳出 

  問 一般管理事業において、キセラ川西事業誌作成業務委託料として３００万円が計

上されているが、当該事業誌については、中央北地区における歴史的な経過を含め

た内容となるのか伺いたい。 

  答 事業誌については、当該開発区域内において進められてきた事業を整理して全て

をまとめる形で作成する予定である。 

 

  問 本事業の計画では、事業完了が令和４年度末となっているが、いよいよ事業最終

段階を迎える中で、これが早まる可能性があるのかを含めて、現時点における見通

しを伺いたい。 
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  答 最終的に事業計画の終了を迎えるためには、全ての清算金の徴収等が完了しなけ

ればならないことから、目標どおり令和４年度末の完了をめざして現在も事業を

進めている状況である。 

 

  問 キセラ川西まちづくり事業において、「キセラ川西エコまち協議会」への運営委

託料として２０４万６０００円が計上されているが、新年度における取り組み内

容について伺いたい。 

  答 新年度での取り組みとしては、まず低炭素まちづくり計画に基づく取り組みの進

捗状況等に関して、同協議会で確認のうえ必要な助言を受けることを想定してい

るほか、エネルギーモニタリングの報告や地区内の交通分野に関する協議などが

考えられる。また、令和４年度末の事業完了に向けた総括といった部分も協議の対

象になってくるとイメージしているところである。 

特記事項 

 議案質疑資料あり（事業終了にむけた取組みスケジュールの詳細と件数について） 

審査結果 

 原案可決（全員賛成） 

 

６．議案第３０号 令和２年度川西市水道事業会計予算 

令和２年度予算の概要 

 給水世帯数 ７万５６世帯 

 年間配水量 １５１４万５６６７㎥ 

 収益的収入 ３５億５５６２万２０００円 収益的支出 ３３億５００８万６０００円 

 資本的収入  ３億６８５７万３０００円 資本的支出  ９億２０５４万９０００円 

質疑の概要 

 問 県営水道からの受水費は、年間配水量の約６０％を占めており、水道事業の収支に 

  大きな影響を及ぼすことから、新年度における受水費の状況と今後の見通しについて 

  伺いたい。 

 答 県営水道からの受水費は、４年ごとに見直すこととされており、令和２年度は改定 

  の年度に当たる。今回の改定では、県下受水団体平均で１立方メートル当たり約７円 

  減額されており、本市では、現行約１２５円であるものが１１８円４５銭へ改められ 

  ている。 

   今後の見通しとしては、県営水道の施設の減価償却が進み、費用が逓減するものと 

  見込んでいることから、次回の改定以降も受水費は減額されるものと想定している。 
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問 議案質疑資料による当年度純利益の推移を検証すると、平成２８年度以降、逓減傾 

 向にあり、令和元年度の予定損益計算書でもさらに落ち込んだ１億２３００万円程度 

 を示している。事業経営の指針となる当該数値を勘案すると、今後、事業運営が厳し 

 くなるものと予想されるが、当年度純利益の見通しについて伺いたい。 

答 令和元年度から１０年間を計画期間とする新水道ビジョンで示したように、収益的 

 収支の財政収支試算による当年度純利益は減少し続け、令和５年度頃には単年度赤字 

 となるものと見込んでいる。なお、この主な要因は、給水収益の減が影響するもので 

 ある。 

 

問 水道事業では、平成３０年度より滞納整理・窓口業務委託がスタートし、市民に寄 

 り添った対応をしているものと仄聞しているが、令和２年度がスタートするにあた 

 り、給水停止の状況なども含め、委託化をどう評価しているのか。 

答 給水停止については、令和２年１月末で１４８件となっており、前年度決算値が   

 ２０６件であったことからすると、停止件数は減少傾向にあるものと見込んでいる。 

   その一方で、収納率に関する１２月末時点での前年度比較では、０．８ポイント改 

  善していることからすると、給水停止とする以前に、丁寧な折衝により水道料金が滞 

  納とならないよう適切な収納対策が講じられているものと評価している。 

 

問 これまで鉛製給水管の改良工事に順次取り組み、現在、南部地域において、公道部 

 分を重点的に行っているものと判断しているが、今後の取り組み方針を伺いたい。 

答 鉛製給水管の改良工事に際しては、鉛管ゼロを目標として、従前より、個人所有で 

 ある宅地内部分も含めて公費で更新することとしている。 

   このため、平成３０年度に、より効率的な更新となるようプランの見直しを図って 

  おり、エリアを定めて、公道部分と宅地内部分を分離した上で、確実に施工できる 

  公道部分を先行して着手することとしたものである。南部地域でも、同様の手法で更 

  新することで、公道部分の鉛管残存率が１０％未満となる令和６年度頃から宅地内部 

  分に徐々に移行できるものと考えている。 

 

問 けやき坂配水区の配水池等耐震化工事が継続費として予算化されているが、事業概 

 要について伺いたい。 

答 この工事は、現在、けやき坂配水区にある４場８池の配水池について２場４池に整 

 理統合し、耐震性のある新たな配水池を整備しようとするものである。なお、令和２ 

 年度では、総額９億４０００万円を事業費として、工事期間を令和２年度から４年間 

 を継続費として予算計上している。 
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問 人口減少による収益の減少や施設の老朽化等に対応するため、水道法が改正され、 

 水道事業体の広域連携等が可能となったが、本市における取り組み状況について伺い 

 たい。 

答 広域化については、兵庫県において兵庫県水道事業のあり方懇話会を設置し、経営 

 環境の変化に対応すべく議論を行っているほか、近隣の事業体と継続的に調整を行っ 

 ている。その内容は、相互の事業計画のすり合わせや配水池等の共同利用の可能性の 

 ほか、前提となる基礎データの確認等を行っている。 

特記事項 

 議案質疑資料あり（鉛管の交換予定の詳細及び延長、改善割合について ほか） 

審査結果 

 原案可決（全員賛成） 

 

７．議案第３１号 令和２年度川西市下水道事業会計予算 

令和２年度予算の概要  

 水洗化人口 １５万４９３１人 

 年間有収水量 １４６４万８２５２㎥ 

 収益的収入 ３８億７８１２万円     収益的支出 ３３億２４０７万３０００円 

 資本的収入 １１億２３００万９０００円 資本的支出 ２７億４８９５万３０００円 

質疑の概要  

問 提出された資料や議案質疑資料によると、下水道処理人口普及率が９９．７％に達 

 するとともに、３０年度末の未水洗化戸数が４５７戸となっていることから、水洗便 

 所改造資金貸付金も活用した今後の水洗化見通しなどについて伺いたい。 

答 供用開始区域内の未水洗化家屋は、市内に点在しているが、鼓が滝地区や錦松台地 

 区に多い状況となっている。未水洗化の原因は、水洗化工事費が住民負担となること 

 から、独居高齢者世帯のため改造の必要がないであるとか、浄化槽を整備済であるた 

 め必要性を感じない、また設備改造を行う資力がないなどの点であり、直ちに解消す 

 ることは困難な状況にあるものの、対象者には、水洗化にかかる啓発文書の送付や個 

 別訪問を継続的に実施することとしている。 

   また、水洗便所改造資金貸付金については、３年以内の貸付金として運用してお 

  り、２年度では、貸付限度額４５万円を６件利用されるものとして２７０万円を計上 

  している。 

 

問 汚水を低地からポンプアップするマンホールポンプについて、２年度の更新予定や 

 維持管理の状況について伺いたい。 



- 14 - 

 

答 ２年度では、清和台と錦松台で合計３台のマンホールポンプ更新を予定している。 

 マンホールポンプ７９カ所の維持管理は委託化しており、事業者が年間２～３回程度 

 巡回点検を行うほか、重要なものについては５年間隔でオーバーホールすることとし 

 ている。 

  

問 水明台汚水中継ポンプ場は、団地内での快適な生活に欠かせないものであることか 

 ら、令和２年度に計画されている改修工事の詳細について伺いたい。 

答 当該ポンプ場は、平成３０年度に策定したストックマネジメント計画に基づき改築 

 更新工事を行おうとするもので、令和２年度で１億２２２０万円を計上しており、３ 

 年度までの２カ年で工事を完了するものである。 

 

問 近年、気候変動により豪雨が頻発している状況にあり、雨水を円滑に排水する水路 

 の維持管理は浸水対策に効果があると考える。こうしたことから、水路に設置されて 

 いるスクリーンの点検について詳細を伺いたい。 

答 スクリーンは、市内に５４カ所あり、出水期では毎月２回、非出水期は毎月１回の 

 点検を行うほか、大規模な降雨予報がある場合には、危険のない範囲で降雨直前や最 

 中においても委託業者と協力して点検と堆積ごみの回収を行っている。 

 

問 有収水量１立方メートル当たりの使用料単価と汚水処理原価は、下水道事業経営の 

 効率化を示す指標として重要な数値となるが、これらの今後の推移を伺いたい。 

答 下水道使用料を有収水量で除した使用料単価は、使用料の減少と比例して有収水量 

 も減少することから、同水準で推移するものと見込んでいる。また、汚水処理費を有 

 収水量で除した汚水処理原価については、企業債残高の縮減を行っていくため、単価 

 の抑制が図れるものと考えている。 

特記事項 

 議案質疑資料あり（下水道未整備戸数、面積について及び今後の見通しについて ほか） 

審査結果 

 原案可決（全員賛成） 

 

８．議案第３２号 令和２年度川西市病院事業会計予算 

令和２年度予算の概要 

 収益的収入 １０億３７０７万円     収益的支出  ８億１１１２万３０００円 

 資本的収入 ８３億６１４５万７０００円 資本的支出 ８４億６２４１万８０００円 

質疑の概要  
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問 令和２年度は、収益的収入において、資金不足解消に係る補助金として６０００万 

 円が一般会計から補助されるとともに、消費税及び地方消費税還付金が１億３２１７ 

 万１０００円計上されたことが大きく影響し純利益を見込んだ予算としているが、そ 

 れら収入の要因を伺いたい。 

答 ６０００万円の補助については、市直営で病院事業を運営していた際の資金不足額 

 が約６億円となっており、兵庫県と今後の収支計画を協議する中で、資金不足額の解 

 消を求められたことから、今後、１０年間同額を繰り入れすることで解消しようとす 

 るものである。 

   また、消費税等の還付金については、課税仕入れに係る消費税額が課税売上にかか 

  る消費税額を上回った場合、消費税の還付が生じることとなる。２年度では、土壌対 

  策に係る工事関連経費などで多額の仮払消費税が生じる一方で、工事にかかる財源が 

  企業債であり不課税となることなどから、仮払消費税と借受消費税の差額を還付金と 

  して計上しているところである。 

 

問 当年度は許可病床数２５０床のところ、看護師不足から１９７床でスタートすると 

 のことであるが、これが普通交付税の基準財政需要額に算入された額を上限とする指 

 定管理料にどのように影響するのか。 

答 年１回春に行う病床機能報告では、許可病床のうち過去１年間に患者を受け入れた 

 病床数を稼働病床数として報告しており、これが普通交付税の算定に影響することか 

 ら、今後の見通しは不透明ではあるものの、翌年度の指定管理料は減額となる可能性 

 がある。 

 

問 一般会計から交付金補助金として２億４０２２万５０００円を計上している人材 

 確保対策経費について、支給予定者数を伺いたい。 

答 人材確保対策経費の算定に当たっては、２月１日時点での元市職員１２７人のう 

 ち、支給対象とならない医師２０人を除くこととなる。したがって、育児休業中や退 

 職予定者があるものの、支給対象者を１０７人として予算計上している。 

 

問 文書料として１３４０万円の収入を見込んでいる点について、その算定根拠のほ 

 か、同経費に関する指定管理者との調整はどのようにしているのか伺いたい。 

答 指定管理者から毎月の精算は件数や金額の報告を受けているが、予算については、 

 件数ではなく金額の実績値に伸び率を加味して算定している。 

答 実際に現場で診断書等を記入するのは指定管理者の医師であることから、支出にお 

 いて文書料徴収委託料として同額を計上している。 
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 問 収益的収入で計上されている指定管理者負担金の算定方法について伺いたい。 

答 市直営の平成３０年度までに購入した資産の減価償却費の１／２相当として１億 

 １４７５万１０００円、令和元年度に起債した企業債の利息の１／２相当として 

 ６７６万９０００円の合計１億２１５２万円を予算額として計上している。 

 

問 修繕費３０５０万円については、現病院は老朽化が著しいが、新病院建設を控えた 

 現在では極力経費の圧縮に努めるべきと考えることから、その使途について伺いた 

 い。 

答 現時点で故障等が危惧される冷暖房設備や冷凍機、ボイラーにかかる修繕費のほ 

 か、その他の施設の不足の事態に備えて計上しているものである。 

 

問 業務に係る責任とリスク分担については、指定管理者との協定書において明確化さ 

 れているものと認識しているが、報償費として法律相談料６０万円が計上されている 

 理由について伺いたい。 

答 当該経費は弁護士に対する顧問料に当たるが、指定管理者制度に移行する以前の診 

 療行為等に対して争いが起こった場合に備えて計上しているものであり、令和元年度 

 以降は指定管理者が対応することとしている。 

特記事項 

 議案質疑資料あり（後発医薬品の使用状況について ほか） 

審査結果 

 原案可決（賛成多数） 

 


